
■埼高教分会長にお

渡し下さい。

■増刷して全教職員

に配布して下さい。

2006年10月19日（木曜日） 埼高教新聞 （1969年12月23日第三種郵便物認可） 号 外

０６人事委員会勧告

較差は、月例給0．02％（92円）、
期末・勤勉手当０．02月で、

従来どおり「100人以上」であるならば、
較差は、月例給1．41％（6075円）、期末・勤勉手当0．09月
一人あたり年平均約14万円の損失、県財政約88億円分

１０月１８日、埼玉県人事委員会は、２００６年度県職員給与について月例給、期末・勤勉手当ともに民間との較差が月例

給０.０２％（９２円）、期末・勤勉手当０.０２月として、改定を見送る「報告（意見）及び勧告」を知事と県議会議長に対

して行いました。

本勧告は、私たちの反対を押し切って、比較対象企業規模を「１００人以上」から「５０人以上」に強行し、その結果、昨

年度「給与構造の見直し」を強行して、「現給保障」という実質的な昇給停止によって引き下げた公務員水準に意図的にあわ

せた「民間水準」をつくりあげたものです。職員の切実な生活実態を無視した今回の勧告を、絶対に許すわけにはいきません。

埼高教は、本勧告の不当性を追及しつつ、県当局との賃金確定交渉を開始します。

私たちの生活実態･実感を怒りとして、直接県当局にぶつけましょう。

２００６年度埼玉県人事委員会給与勧告及び報告の概要

１，本年の給与改定

（１）公民給与比較方法の見直し

①比較対象企業規模は、従来の「１００人以上」から

「５０人以上」に変更。

②給与の比較対象種目から「通勤手当」などをはずし、

「管理職手当」を加える。

（２）月例給

①給料表：公民給与較差が９２円（０.０２％）と小さい

ことから、改定は見送り。

②諸手当：民間

の各手当の支

給状況と概ね

均衡している

ことから、改

定は見送り。

（３）特別給

①民間の支給月数（４.４３月）が職員の期末勤勉手当

（４.４５月）と概ね均衡しているから、改定は見送り。

２，給与構造の見直し
（１）管理職手当

①支給方法を定率制から定額制に移行（０７年４月、国

に準じた経過措置）。

②支給対象職員を見直し、主幹級以下の職員の管理職手

当は、原則として廃止が必要。

（２）地域手当

①公民較差が小さいことから、現行どおりの支給割合。

支給地域、支給割合は、今後さらに検討。

（３）勤務実績の給与への反映等

①これまでの取組の検討を行うとともに、勤務実績の反

映は着実に進めることが必要。役職段階別加算は、年

功的な処遇を見直し、適切な運用が必要。

②新たな昇給制度は、制度の趣旨に鑑み、適切な運用を

図っていくことが必要。

（４）その他の手当

①特殊勤務手当は月額の日額化への見直しが必要。

②教育職員の諸手当は、国の検討状況を注視しつつ、教

育職員の職務と責任の特殊性に鑑み、定時制通信制教

育手当、産業教育手当などの諸手当を含めた教育職員

の給与について、見直しを進めていくことが必要。

③通勤手当は、駐車(輪)場の経費について引き続き研究。

④扶養手当については、３人目以降の子等の改定。

５,０００円→６,０００円(＋１,０００)

３，人事管理に関する報告（意見）
（１）職員の勤務時間等。

①国や民間事業所の現状を踏まえ、休息時間の廃止。

②育児のための短時間勤務の制度について導入の検討。

民間（Ａ） 職員（Ｂ） 較差（Ａ－Ｂ）

429,492円 429,400円 92円 (0.02％)


